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大型連休における感染拡大の防止について（周知依頼） 

 

 

 

 

本日の新型コロナウイルス感染症対策分科会における議論を踏まえ、政府におい

て、大型連休における感染拡大の防止について、別添のとおり呼びかけをすること

としておりますので、当内容について、十分ご了知の上、関係団体へ周知いただく

ようお願いします。 
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大型連休における感染拡大の防止について 

１ 感染状況について 

・新規感染者数は、全国的にみれば、緩やかな減少が続いている。

・ただし、地域によって感染状況の推移に差があり、直近１週間の移動平均が昨年

末からの感染拡大のピークを上回っているところもある。 

・年代別の新規感染者数では、依然として 10代以下と 20代の割合が高い状態が

続いている。首都圏では全ての年代でおおむね減少傾向であるが、沖縄県では、

全ての年代で新規感染者数が増加しており、特に 10代以下の増加が顕著であり、

また、高齢者の増加も継続しており、今後、他の地域でも高齢者の感染状況を注

視していく必要。 

・感染場所としては、依然として学校等が最も多く、次いで事業所、保育園・幼稚園

等となっている。学校等の割合は足下で増加傾向にある。また、20 代では飲食店

の割合が減少し、事業所が最も多くなっている。 

・クラスター事例については、飲食店においても一定数が生じているが、全体に占

める割合は大きくなく、学校・教育施設、児童福祉施設、高齢者施設、職場等が大

きな割合を占めている。 

・上記のとおり、新規感染者数について、足下で全国的に緩やかに減少しているも

のの、地域によっては増加傾向が続いており、今後の動向を注視する必要がある。

一方で、病床使用率・重症病床使用率は低い水準にあり、また、既に高齢者のワ

クチン３回目接種率は８割を超えている。こうしたことから、現時点で、都道府県か

ら「まん延防止等重点措置」適用の要請はなく、直ちに重点措置を適用する状況に

はない。 

２．大型連休における感染対策 

大型連休においては、人々の行動が活発化し、人と人との接触機会も増えるこ

とが予想されるが、安全安心に過ごし、感染拡大を防止しながら、社会経済活動を

維持・回復していくために、 

(別添)
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 基本的な感染対策を徹底する 

 日常生活の中で積極的に検査を受ける 

 若者を含めてワクチン３回目接種を早めに受ける 

ことが必要。その上で、具体的に、特に対策が必要な以下の場面・場所における感

染防止に取り組むことが必要。 

 

①飲食店 

・感染対策が講じられている店舗を選んで、基本的な感染対策を実施した上で利

用する。 

・大人数、大声、長時間、三密を避け、換気等を徹底する。 

 

②イベント 

・イベント主催者等においては、イベントの規模等に応じて、感染防止安全計画に

よる対策を徹底する。 

・都道府県は、観客の広域的な移動やイベント等の前後の活動で生じる感染拡大

リスクを抑制するため、イベント等の前後の活動における基本的な感染対策の徹

底の呼びかけ等を行う。 

・イベントに参加する方は都道府県の当該呼びかけに従い、基本的な感染対策等

を徹底した上で、参加する。必要に応じて、積極的に事前検査を受ける。 

 

③移動（特に帰省する場合の事前検査の呼びかけ） 

・風邪症状等体調不良が見られる場合には外出・移動は控える。 

・移動中は基本的な感染対策を徹底し、移動先では感染リスクの高い行動を控え

る。 

・旅行や帰省等で移動する場合には、事前に、ワクチン３回目接種又は検査を受

ける。 

・特に帰省する場合には、地元で高齢の親族など多くの人との接触があることから、

ワクチン３回目接種をしていない人は、出発前に抗原検査キット等による検査を受
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ける。 

・都道府県においては、これらの検査の需要増加に対応するため、駅・空港等での

臨時の無料検査拠点を整備。 

 

④学校、保育所等 

・大学拠点接種に加え、自治体等と大学等が連携した接種会場等における団体接

種により、接種を希望する学生へのワクチン接種を促進する。 

・学校等については、「学校における新型コロナウイルス感染症に関する衛生管理

マニュアル」等を踏まえた対応を基本に、オミクロン株に対応して現在実施している

感染対策の強化を改めて徹底する。 

・部活動等については、事前の体調確認や換気等を徹底する。 

・保育所等は、感染拡大状況下においても、社会機能の維持のために事業の継続

が求められる事業者として位置付けられているところであり、引き続き、原則開所

する取扱いを維持しつつ、「保育所における感染症対策ガイドライン」等を踏まえた

対応を基本に、オミクロン株に対応して現在実施している感染対策の強化を改めて

徹底する。 

・感染が拡大している時期において、これらの施設でクラスターが多発する場合に

は、地域の実情に応じ、職員の頻回検査、部活動等における感染リスクの高い活

動の制限、保育所における症状のある子どもの登園自粛要請等を行う。 

 

⑤高齢者施設 

・オミクロン株に対応して現在実施している感染対策の強化策である陽性者が出た

場合の早期介入・支援、介護職員の応援派遣、発熱した職員の休暇徹底、ワクチ

ン３回目接種の早期完了等を改めて徹底する。 

・クラスターが多発する場合及び感染が拡大している時期において、上記に加え、

地域の実情に応じ、職員の頻回検査、面会時の感染対策の徹底等を行う。 

 

⑥大規模集客施設 
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・ショッピングモール、百貨店、運動施設、遊技場、映画館など多くの方が訪れるこ

とが予想される施設について、業種別ガイドラインの遵守や基本的感染対策の実

施を改めて徹底する。 

・特に、入場者が密集しないよう整理・誘導や混雑状況の可視化、換気の徹底等に

注意する。 

 

⑦事業所・家庭 

・事業所においては、オミクロン株に対応して現在実施している感染対策の強化を

改めて徹底する。 

・特に、食堂や寮など職員の交わりが想定される場所での換気や共用部分の消毒

等を徹底するとともに、感染拡大地域において、クラスターが多発している場合に

は、職場での懇親会等は延期・縮小を含めて検討する。 

・家族がそろう時間も多くなることが予想されるため、家庭内の感染対策を改めて

徹底する。移動先から戻った後を含め、体調不良者がいる場合には、速やかに医

療機関を受診するか検査を行う。 
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